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令和 7 年度事業報告 

（令和 7 年 7 月 1 日～令和 8 年 6 月 30 日） 

 

Ⅰ 事業の実施概況 

当協会は、就業制限業務等に従事する者の技能及び安全衛生の確保を図ることを設立

の主要な目的としているが、このため、登録教習機関が行う技能講習、特別教育等の内

容の充実向上、またこれら労働安全衛生の講習・教育についての制度、知識等の普及に

向けて、次に示した事業を重点に取り組んだ。 

 １ 会員である登録教習機関の技能講習の講師の確保のための講師要件の見直し提言、 

求人・求職支援機関との連携等を通じた支援のほか、適切な業務運営、コンプライア 

ンスの確保、確な危機管理等への取組等に向けた支援 

２ 外国人労働者についての動向を踏まえ、外国人に対する技能講習等の円滑な実施に 

ついての方策の策定とその推進 

 ３ 質の高い技能講習、特別教育等を支える教育教材や登録教習機関業務運営用図書の 

作成、見直し及び販売の拡大 

 ４ 会員である登録教習機関における質の高い技能講習、特別教育、安全衛生教育等の 

実施のための講師技能向上研修や講師養成研修による支援 

５ 会員相互の情報・意見交換の促進及び会員に対する迅速な各種情報の提供、最近 

の主要課題についての意見交換や情報交換の促進 

 

Ⅱ 諸会議等の開催 

1.役員会議等 

(1) 第 45 回定時総会 令和 7 年 8 月 25 日（月）   （東京グランドホテル） 

  ①令和 6 年度収支決算報告に関する件及び関連事項として令和 6 年度事業報告 

に関する件 について上程し、監事からの監査報告の後、審議可決した。 

  また、②役員の改選に関する件 について上程し、審議可決した。 

次に、令和 7 年度事業計画及び令和 7 年度収支予算書について報告を行った。 

なお、監事 2 名による監査は、令和 7 年 7 月 28 日（月）、当協会会議室におい 

て行われた。 

(2) 第１回理事会 令和 7 年 7 月 31 日（木）     （東京グランドホテル） 

①令和 6 年度事業報告（案）の承認に関する件、②令和 6 年度収支決算報告（案） 

の承認に関する件、③役員候補者（案）に関する件、④第 45 回定時総会に関す 

る件、⑤新規入会会員の承認に関する件 について上程し、審議可決した。 

 また、厚生労働省法令改正を検討している「床上無線運転式天井クレーンの運転 

に係る資格の在り方」について報告を行った。 
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(3) 臨時理事会 令和 7 年 8 月 25 日（月）      （東京グランドホテル） 

第 45 回定時総会において選任された理事の中で構成された本理事会において、 

①会長、副会長、専務理事及び常務理事の選定に関する件、②常勤役員（専務理事）

の報酬年額に関する件、③退任特別功労金に関する件 について上程し、審議可決

した。 

(4) 第 2 回理事会 令和 7 年 12 月 5 日(金)        (東京グランドホテル) 

    ①新規入会会員の承認に関する件、②令和 7 年度に開催する委員会に関する件（修

正分）、③テキストのルビ化に関する件 について上程し、審議可決した。また、①

令和 7 年度事業の実施状況、②令和 7 年度財務の進捗状況、③令和 6 年度技能講習

等実施状況、④全登協・認定インストラクターの推薦 ⑤労働安全衛生法施行令及

び労働安全衛生法関係手数料令の一部を改正する政令のうち技能講習に関連する事

項、⑥床上無線運転式天井クレーンの運転に係る資格の在り方に関する検討結果報

告書 について報告を行った。 

  (5) 第 3 回理事会 令和 8 年 2 月 6 日(金)       (東京グランドホテル) 

    ①新規入会会員の承認に関する件、②第 45 回全国登録教習大会に関する件、③優

良賞表彰候補者推薦に関する件、④全登協・認定インストラクターの決定等に関す

る件、⑤令和 8 年度事業計画(骨子案)に関する件、⑥テキストの梱包料等の値上げ

に関する件、⑦役員の退任特別功労金に関する件、⑧全登協の組織等の改編の方針

に関する件 等について上程し、審議可決した。 

    また、①令和 7 年度事業の実施状況、②令和 7 年度財務の進捗状況、③理事の辞

任 ④不適切な特別教育の修了証等 について報告を行った。 

  (6) 第 4 回理事会 令和 8 年 6 月 11 日(木)         (城山ホテル鹿児島) 

    ①令和 8 年度事業計画（案）に関する件、②令和 8 年度収支予算（案）に関する

件、③令和 8 年度に開催する委員会に関する件、④新規入会会員の承認に関する件、

⑤教材等の価格の変更に関する件、⑥全登協の組織等の改編に関連する規程の改正

等に関する件、⑦顧問に関する規程の制定に関する件、⑧副会長の選定に関する件 

について上程し、審議可決した。 

    また、①理事の辞任、②不適切な特別教育修了証への対応 について報告を行っ

た。 

  (7) 第 1 回常務理事会(運営委員会との合同開催) 令和 7 年 12 月 5 日(金) 

(東京グランドホテル) 

今後の地域ブロック会議の在り方等について検討するとともに、令和 8 年度地域

ブロック会議の「意見交換のテーマ」として次の課題を提案して了承された。 

   ①求人支援機関等の具体的な活用状況とその問題点 

   ②特別教育の修了証の取扱い 

   ③テキストのルビ化  

2.各種委員会 

(1) 運営委員会 令和 7 年 12 月 5 日（金）        （東京グランドホテル） 
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  1 の（7）の第 1 回常務理事会と併せて開催した。 

(2) 実施管理者等研修の在り方検討部会       令和 8 年 1 月 22 日(木) 

令和 5 年度以降に実施した実施管理者養成研修会及び実施管理者等交流会につい

て報告するとともに、今後のこれらの研修会についての実施方針について検討した。 

この中で、参加者が減少している実施管理者等交流会については、令和 7 年度分 

を含め当分の間中止することとし、その実施方法等を全面的に見直すこととした。 

また、参加者の多い実施管理者養成研修会については、従来の年 3 回から年 4 回 

に増設して実施することとなった。 

(3) 広報委員会 

      広報誌「全登協ニュース」の編集方針及び全登協ホームページについての検討を

行うとともに、広報活動の強化を図るため、同委員会を各四半期の初め計 4 回開催

した。 

(4) 認定インストラクター選考審査委員会       令和 7 年 9 月 19 日(金) 

認定インストラクターの選考基準等の見直しを行い、本制度の運営要領の改正を 

行った。 

(5) 研修事業企画開発委員会・認定インストラクター選考審査委員会 

令和 8 年 1 月 22 日(木) 

両委員会を合同で 1 回開催した。研修事業企画開発委員会においては、研修事業

の令和 7 年度実施状況について報告するとともに、令和 8 年度の研修事業の実施計

画について検討した。この中で講師研修の参加者が全般的に低調であることから、

同委員会に分科会を設置し、講師研修を中心に、既存の研修の廃止・回数変更、新

規の研修の開発、研修の周知方法、実施方法等について検討することとなった。ま

た、全登協・認定インストラクター選考審査委員会においては、全登協・認定イン

ストラクターとして推薦のあった 2 名の審査を行い、2 名が全登協・認定インスト

ラクターとして適当であるとされた。 

(6) 研修事業企画開発委員会分科会            令和 8年 5月 28日(木) 

研修事業の現状について報告するとともに、講師研修を中心に、その見直し方策

について検討を行った。特に、既存の研修の休廃止、回数変更、区分横断的な科目

別・能力分野別講師研修の新設などのほか、新たに実施を予定している特定支援事

業についても検討を行った。 

(7) 高所作業車運転者教本改訂委員会 

最近の高所作業車の技術内容などを踏まえ、高所作業車技能講習テキストの改訂

に向け、同委員会を 3 回開催した。 

(8) 今後の技能講習等の在り方についての調査研究委員会  令和 8年 3月 19日(木) 

令和７年度のブロック会議において多く取り上げられた特別教育の不適切な修了

証への対応とともに、技能講習の講師の確保についての方策について検討を行った。 

 

3.関係機関との連携 
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 労働安全衛生法令の改正など関連の行政の動向の把握・情報提供に努め、特に、「床 

上無線運転式天井クレーンの運転に係る等に係る資格」の今後の制度の動向について会

員に対して情報提供を行った。 

また、特別教育の不適切な修了証への対応など地域ブロック会議等で会員から寄せら 

れた質疑・要望についての対応など、行政と所要の調整行った。 

さらに、技能講習の講師の確保の観点から求人・求職支援機関である（公財）産業雇

用安定センターなどとの連携を図った。 

 

4.地域ブロック会議 

   令和 7 年度は、5 地域において地域ブロック会議を開催し、次に示す事項について 

質疑応答、意見交換を行った。会員の参加者総数、164 名であった。 

    (1) 実技教習、技能講習等の改善例等 

    (2) 全登協に対する質疑・要望事項 

    (3) 行政に対する質疑・要望事項 

 (4) 求人支援機関の活用、科目等制度の利用等会員機関の講師確保の取組みにつ 

いて（意見交換テーマ 1） 

(5)  外国人に対する技能講習の実施状況について（意見交換テーマ 2） 

(6) マイナ免許証の導入等を踏まえた講習受付時の対応状況及び問題点につに 

て（意見交換テーマ 3） 

また、地域ブロック会議の開催地の労働局から登録教習機関に対する指導事項につ 

いての説明とコメントがあった。 

具体的な地域ブロックの開催状況は、次のとおりである。 

① 第 37 回 北海道・東北ブロック会議 

日 時  令和 7 年 9 月 26 日（金）  

場 所  札幌市厚別区厚別中央 2 条 5 丁目 6 番 2 号 

新さっぽろアークシティホテル 

幹 事  (有)試験場前自動車学園札幌クレーン特殊学校 

出席者  会員 35 名 全登協 会長他 3 名 

    来 賓  北海道労働局安全課長他 1 名 

         北海道安全衛生技術センター所長 

         （公財）産業雇用安定センター北海道事務所 所長 

② 第 37 回 関東・甲信越ブロック会議 

日 時  令和 7 年 11 月 5 日（水） 

場 所  千葉市中央区中央 1 丁目 11-1 ロイヤルパインズホテル千葉 

幹 事  （株）佐倉クレーン学校 

出席者  会員 41 名 全登協 副会長他 3 名 

    来 賓  千葉労働局健康安全課長他 1 名 

関東安全衛生技術センター 東京試験場長 
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（公財）産業雇用安定センター千葉事務所 所長 

③ 第 33 回 中部ブロック会議 

日 時  令和 7 年 10 月 8 日（水） 

場 所  金沢市堀川新町 1 番 1 号ホテル金沢 

幹 事  キャタピラー教習所（株） 北陸教習センター 

出席者  会員 20 名 全登協 会長他 3 名 

  来 賓  石川労働局健康安全課長他 1 名 

中部安全衛生技術センター所長 

（公財）産業雇用安定センター石川事務所 所長 

④ 第 35 回 近畿ブロック会議  

日 時  令和 7 年 9 月 3 日（水） 

場 所  京都市南区東九条西山王町 31 ホテル京阪 京阪グランデ 

幹 事    （株）PCT 京都教習所 

出席者  会員 30 名 全登協 副会長他 3 名 

来 賓  京都労働局労働基準部長他 1 名 

近畿安全衛生技術センター所長 

（公財）産業雇用安定センター京都事務所 統括参与 

⑤ 第 42 回 中国・四国・九州・沖縄ブロック会議 

日 時  令和 7 年 10 月 21 日（火） 

場 所  福岡市博多区博多駅中央街 5 番 3 号ホテルクリオコート博多 

幹 事  コベルコ教習所（株） 北九州教習センター 

出席者  会員 38 名 全登協 副会長他 3 名 

来 賓  福岡労働局長他 2 名 

（公財）産業雇用安定センター福岡事務所 所長 

 

Ⅲ 研修等事業 

1.各種技能講習（初任時）講師技能向上研修 

  ① フォークリフト運転技能講習 

（１回目） 

開催日  令和 7 年 9 月 4 日（木）～9 月 5 日（金） 

開催場所 （株）日本オペレーター協会 大阪特殊自動車学校 

参加者数 7 名 

（２回目） 

     開催日  令和 8 年 3 月 23 日（月）～24 日（火） 

開催場所 （株）BREXA PCT 埼玉教習所 

参加者数 18 名 

    ② 玉掛け技能講習 

（１回目） 
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     開催日  令和 7 年 10 月 2 日（木）～3 日（金） 

開催場所 （株）シグマ 東京クレーン学校 

参加者数 3 名 

（２回目） 

     開催日  令和 8 年 2 月 19 日（木）～20 日（金） 

開催場所 コベルコ教習所（株） 明石教習センター 

参加者数 3 名 

③ 小型移動式クレーン運転技能講習 

     開催日  令和 7 年 10 月 23 日（木）～24 日（金） 

開催場所 コベルコ教習所（株）明石教習センター 

 参加者数 8 名 

④ 高所作業車運転技能講習 

開催日    令和 8 年 1 月 30 日（金）～31 日（土） 

開催場所 （株）BREXA PCT 京都教習所 

参加者数 6 名 

⑤  車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）運転技能講習 

     開催日  令和 7 年 11 月 27 日（木）～28 日（金） 

開催場所 コマツ教習所（株） 粟津センタ 

参加者数 10 名 

⑥ ガス溶接技能講習 

開催日  令和 8 年 3 月 16 日（月）～17 日（火） 

開催場所 住友建機販売（株） 千葉トレーニングセンター 

参加者数 4 名 

（科目別講師研修） 

・力学スキルアップ研修 

（１回目） 

開催日  令和 7 年 10 月 22 日（水） 

開催場所 コベルコ教習所（株）明石教習センター 

参加者数 5 名 

（2 回目） 

開催日  令和 7 年 11 月 5 日（水） 

開催場所 （一財）江南クレーン教習所 

参加者数 16 名 

 

2.特別教育講師養成研修  

①  フルハーネス特別教育 

（1 回目） 

開催日  令和 7 年 7 月 3 日（月）～4 日（火） 
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開催場所 コベルコ教習所（株） 明石教習センター 

参加者数 9 名 

（2 回目） 

開催日  令和 8 年 1 月 15 日（木）～16 日（金） 

開催場所 （株）アイチコーポレーション アイチ研修センター 上尾教習所 

参加者数 9 名 

②  電気自動車整備特別教育 

開催日  令和 8 年 3 月 2 日（月） 

開催場所 （株）シグマ 東京クレーン学校 

参加者数 19 名 

③  アーク溶接特別教育 

     開催日  令和 7 年 9 月 16 日（火）～17 日（水） 

開催場所 住友建機販売（株） 千葉トレーニングセンター 

参加者数 7 名 

④ テールゲートリフター特別教育 

（１回目） 

開催日  令和 7 年 7 月 17 日（木）～18 日（金） 

開催場所 （株）日本オペレーター協会 大阪特殊自動車学校 

参加者数 5 名 

（2 回目） 

開催日  令和 7 年 12 月 11 日（木）～12 日（金） 

開催場所 （一財）江南クレーン教習所 

参加者数 13 名 

 

3.安全衛生教育講師養成研修等 

① 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）運転業務従事者に対する安 

全衛生教育講師養成研修 

    開催日  令和 7 年 10 月 7 日（火）～8 日（水） 

開催場所 日本キャタピラー合同会社 D-tech Center 

参加者数 13 名 

② フォークリフト運転業務従事者に対する安全衛生教育講師養成研修 

（1 回目） 

    開催日  令和 7 年 11 月 6 日（木）～7 日（金） 

開催場所 （一財）江南クレーン教習所 

参加者数 21 名 

（2 回目） 

開催日  令和 8 年 2 月 12 日（木）～13 日（金） 

開催場所 （株）日本オペレーター協会 大阪特殊自動車学校 
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参加者数 20 名 

③  玉掛け業務従事者に対する安全衛生教育講師養成研修 

（1 回目） 

開催日  令和 7 年 11 月 20 日（木）～21 日（金） 

開催場所 コベルコ教習所（株）明石教習センター 

参加者数 8 名 

（2 回目） 

開催日  令和 8 年 4 月 2 日（木）～3 日（金） 

開催場所 （一財）江南クレーン教習所 

参加者数 20 名 

④  高所作業車運転業務従事者に対する危険再認識教育講師養成研修 

開催日  令和 7 年 8 月 21 日（火）～22 日（水） 

開催場所 （株）アイチコーポレーション アイチ研修センター 上尾教習所 

参加者数 5 名 

 

Ⅳ 実施管理者を対象とした研修等 

 1.実施管理者養成研修会 

  新任の実施管理者や今後実施管理者に選任される予定の者を対象として実施管理者養 

成研修会を行った。その内容及び開催状況は次のとおりである。 

 (1)内容 

   ① 「実施管理者のための関係法令入門」 (講義) 

  ② 「実施管理者の職務（1）」（講義…実施管理者としての行政との係わりの業務） 

③ 「実施管理者の職務（2）」（講義…実施管理者としての日常業務） 

④ 「グループ演習」(業務規程等の実施管理者に関係の深い事項を題材としたグル

ープ演習) 

⑤ 「研修及び教材等の紹介」、「最近の課題と対応」 

(2)開催日時等 

① 第 1 回 

     開催日  令和 7 年 8 月 1 日（金） 

       開催場所 TKP ガーデンシティ PREMIUM 田町  

     参加者数 32 名 

② 第 2 回 

     開催日  令和 7 年 12 月 19 日（金） 

       開催場所 TKP ガーデンシティ新大阪 

     参加者数 39 名 

   ③ 第 3 回 

     開催日  令和 8 年 3 月 6 日（金） 

       開催場所 TKP ガーデンシティ PREMIUM 田町 
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    参加者数 42 名 

 2.実施管理者等交流会 

ベテランの実施管理者等に対する実施管理者等交流会については、参加者が減少して

いることから、中止することとし、その実施方法等を全面的に見直すこととした。 

 

Ⅴ 調査研究活動 

1.今後の技能講習等の在り方についての調査研究委員会 

技能講習の講師の確保の推進を図る観点から、地域ブロック会議において開催地の

（公財）産業雇用安定センターの事務所所長に参加・説明を求めるなど、求人支援機関

との連携を図るとともに、退職自衛官の講師としての採用の促進を図った。また、特別

教育の不適切な修了証により、技能講習の受講受付事務に支障が生じていることを踏ま

え、注意喚起を行うとともに、会員機関の円滑な受付事務に資するよう、特別教育の実

施状況及び修了証の発行状況についてアンケート調査を行った。 

これらの対応に関しては、令和 7 年度に同委員会を 1 回開催し、具体的な検討を行っ 

た。 

 

Ⅵ 広報活動 

 1.広報活動の強化 

  全登協の役割や会員が行っている事業等を広く紹介し、会員事業等の発展に資するた 

め、就業制限業務に関係の深い団体に当協会の役割や事業、会員が行っている諸活動等 

についての周知を行った。 

 2.情報の提供等 

  「全登協ニュース」を次のとおり年 4 回発行して、会員、関係機関、行政等に配付し 

た。 

 (1) 令和 7 年 7 月 1 日  「全登協ニュース 2025‐№3」発行 

（主な記事内容）  

令和 7 年度（一社）全国登録教習機関協会事業計画、寄稿（登録教習機関の

運営に関する改善事例発表～第 44 回全国登録教習大会の事例発表から～）、

特集（シニア人材活躍に向けたマッチング支援について～ジョブ産雇のキャ

リア人材事業～）、教習所を訪ねて、教習所紹介、災害事例 など。 

（2）令和 7 年 10 月 1 日  「全登協ニュース 2025‐№4」発行 

    （主な記事内容） 

第 44 回全国登録教習大会報告、第 45 回定時総会報告、令和 6 年度優良賞受賞

者所感、令和 6 年度全登協・認定インストラクター顕彰者所感、寄稿（高齢講

師に配慮したエイジフレンドリーな職場づくりに向けて）、技能講習の講師不

足への対応のための退職自衛官の求人について、教習所を訪ねて、教習所紹介、

寄稿（厚生労働大臣功績賞を受賞して） など。 

（3）令和 8 年 1 月 1 日  「全登協ニュース 2026‐№1」発行 
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    （主な記事内容） 

令和 6 年度技能講習・実技教習の実施状況、令和 7 年度地域ブロック会議、新

役員のご挨拶、随想（これよりみちのく～福島県白河市～）、教習所を訪ねて、

教習所紹介、寄稿（令和 7 年度緑十字賞を受賞して） など。 

（4）令和 8 年 4 月 1 日  「全登協ニュース 2026‐№2」発行  

    （主な記事内容） 

令和 7 年度地域ブロック会議報告（その 2）、令和 7 年度地域ブロック会議に

おける労働局による登録教習機関に対する監査結果に基づく指摘・指導事項に

ついて、退職自衛官として講師に従事して、「テキストのルビ化」について、

教習所を訪ねて、教習所紹介 など。 

また、全登協ホームページ等を活用して、行政情報の迅速な提供、協会の事業活動

の紹介などを行った。 

 

Ⅶ 出版事業 

  技能講習用テキスト、特別教育用テキスト、危険再認識教育用テキスト、標準問題 

集、講師用補助教材、業務運営に係る教材等の販売を行った。 

現在発行している主なテキスト等は、次のとおりである。 

1.技能講習用テキスト 

・フォークリフト運転者教本 

・玉掛け作業者教本 

・小型移動式クレーン運転者教本 

・車両系建設機械運転者教本(整地・運搬・積込み用及び掘削用) 

・車両系建設機械運転者教本(解体用) 

・高所作業車運転者教本 

・ガス溶接等の業務作業教本 

2.特別教育用テキスト 

・小型車両系建設機械運転者教本（整地・運搬・積込み用及び掘削用） 

・小型車両系建設機械運転者教本（解体用） 

・高所作業車運転者教本 

・フルハーネス型墜落制止用器具作業教本 

・アーク溶接等作業教本 

・電気自動車整備業務等作業教本 

・低圧電気等作業教本 

・テールゲートリフター操作業務作業教本 

 

Ⅷ 第 45 回全国登録教習大会 

  令和 8 年 6 月 11 日（木）、鹿児島県鹿児島市の城山ホテル鹿児島において、58 名が参

加して、第 45 回全国登録教習大会（第１日目）を開催した。まず、キャタピラー九州
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（株）営業本部教習事業部長の矢野 公一氏の事例発表があり、その後、令和 7 年度

優良賞受賞者に対する表彰を行った。対象者は、次の方であった。 

 

氏 名 登録教習機関名 

格和 詞平 （株）さくら那須モータースクール 那須クレーン教習所 

瀧川 益生 （株）日本オペレータ―協会 大阪特殊自動車学校 

中田 純子 （公社）鹿児島県労働基準協会 

大山 達也 キャタピラー教習所（株） 和歌山教習センター  

安藤 一枝 キャタピラー九州（株） 大分教習センター 

（敬称略・順不同） 

次に、令和 7 年度全登協・認定インストラクターに対する顕彰を行った。対象者は、

次の方であった。顕彰を受けた者からは、講義において工夫している点について発表

があった。 

 

氏 名 登録教習機関名 

宮﨑 直樹 住友建機販売(株)住友建機教習所千葉教習センター 

杉本 武夫 コベルコ教習所(株)市川教習センター 

                                    （敬称略） 

表彰式及び顕彰式の後、特別講演として(株)コスモテック 特別顧問の長田 弘幸氏

より、「重要度と影響度を加味した工夫と対策（宇宙を支えて）」のお話をいただいた。 

また、大会第 2 日目の 6 月 12 日（金）には、出席者 34 名で鹿児島県鹿児島市の仙巌

園や桜島などの見学を行った。 

 

Ⅸ 会員の動向 

  令和 7 年度（令和 8 年 6 月 30 日現在）において、正会員については、8 登録教習機関

が新規に加入し、退会等により 3 会員が減少したことから、全体で 214 会員（前年度末

209 会員）となった。 

また、正会員の会員傘下の登録教習機関の数は、①災防団体、社団法人、財団法人、

学校法人関係が 203（内訳：災防団体 110、（一般・公益）社団法人 79、（一般・公益）

財団法人 5、学校法人他 9） ②株式会社、有限会社関係が 325（内訳：メーカー88、自

動車学校系 144、技能講習センター系 93）、総数 528 機関（前年度末 524 機関）であっ

た。 

さらに、賛助会員については、増減がなく、全体で 4 会員（前年度末 4 会員）となっ

た。 

 

◎ 令和 7 年度事業報告書の附属明細書に該当する事項はない。 
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報告事項１     令和 7年度事業の実施状況（事業報告） 

（令和 7 年 7 月 1 日～令和 8 年 6 月 30 日） 

 

Ⅰの 1 研修事業 

令和 7 年度事業計画 実 施 状 況 参考（令和 6 年度実績） 

1 技能講習の初任時講師技能向上研修   

①  フォークリフト運転技能講習（第 1 回目） 

（大阪府） 

9 月 4 日～5 日（受講者 7 名うち非会

員 1 名） 
受講者 10 名うち非会員 3 名 

② フォークリフト運転技能講習（第 2 回目） 

（埼玉県） 

3 月 23 日～24 日（受講者 18 名うち非

会員 9 名） 
受講者 20 名うち非会員 6 名 

③ 玉掛け技能講習（第 1 回目） 

（東京都） 

10 月 2～3 日（受講者 3 名うち非会員

0 名） 
受講者 5 名うち非会員 1 名 

④ 玉掛け技能講習（第 2 回目） 

（兵庫県） 

2 月 19 日～20 日開催（受講者 3 名う

ち非会員 0 名） 
受講者 9 名うち非会員 2 名 

⑤ 小型移動式クレーン運転技能講習 

（兵庫県） 

10 月 23～24 日（受講者 8 名うち非会

員 2 名） 
受講者７名うち非会員 0 名 

⑥ 高所作業車運転技能講習 

（京都府） 

1 月 30 日～31 日（受講者 6 名うち非

会員 1 名） 
受講者 6 名うち非会員 2 名 

⑦ 車両系建設機械（整地等用）運転技能講習 

（石川県） 

11 月 27～28 日（受講者 10 名うち非会

員 3 名） 
受講者 7 名うち非会員 1 名 

⑧ ガス溶接技能講習 

（千葉県） 

3 月 16 日～17 日（受講者 4 名うち非

会員 0 名） 
受講者 4 名うち非会員 0 名 

⑨ 第 1 回 力学スキルアップ研修 

（兵庫県） 

10 月 22 日（受講者 5 名うち非会員 0

名） 
受講者 5 名うち非会員 1 名 

⑩ 第 2 回 力学スキルアップ研修 

（埼玉県） 

11 月 5 日（受講者 16 名うち非会員 0

名） 
受講者 14 名うち非会員 1 名 

２ 安全衛生教育の講師養成研修   

①  車両系建設機械（整地等用）運転業務従事者

に対する安全衛生教育講師養成研修（埼玉県） 

10 月 7～8 日（受講者 13 名うち非会員

10 名） 
受講者 18 名うち非会員 8 名 

② フォークリフト運転業務従事者に対する安全

衛生教育講師養成研修（第 1 回目）（埼玉県） 

11 月 6～7 日（受講者 21 名うち非会員

13 名） 
受講者 22 名うち非会員 15 名 

③ フォークリフト運転業務従事者に対する安全

衛生教育講師養成研修（第 2 回目）（大阪府） 

2 月 12 日～13 日（受講者 20 名うち非

会員 19 名） 
受講者 16 名うち非会員 10 名 

④ 玉掛け業務従事者に対する安全衛生教育講師

養成研修（第 1 回目）（兵庫県） 

11 月 20 日～21 日（受講者 8 名うち非

会員 8 名） 
受講者 18 名うち非会員 15 名 

⑤ 玉掛け業務従事者に対する安全衛生教育講師

養成研修（第 2 回目）（埼玉県） 

4 月 2 日～3 日（受講者 20 名うち非会

員 17 名） 
受講者 19 名うち非会員 14 名 

３ 危険再認識教育講師養成研修   

高所作業車運転業務従事者に対する危険再認識

教育（埼玉県） 

8 月 21～22 日（受講者 5 名うち非会員

1 名） 
受講者 10 名うち非会員 8 名 

4 特別教育講師養成研修   

① フルハーネス型墜落制止用器具の使用等に係

る特別教育講師養成研修（第 1 回目、兵庫県） 

7 月 3～4 日（受講者 9 名うち非会員 6

名） 
受講者 12 名うち非会員 7 名 

② 同（第 2 回目、埼玉県） 1 月 15 日～16 日（受講者 9 名うち非

会員 5 名） 
受講者 16 名うち非会員 12 名 

③ 電気自動車の整備に係る特別教育講師養成研

修（東京都） 

3 月 2 日（受講者 19 名うち非会員 13

名） 
受講者 9 名うち非会員 5 名 

④ アーク溶接特別教育講師養成研講師養成研修

（千葉県） 

9 月 16～17 日（受講者 7 名うち非会員

2 名） 
受講者 9 名うち非会員 4 名 
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⑤ テールゲートリフター特別教育講師養成研修

（第 1 回目、大阪府） 

7 月 17～18 日（受講者 5 名うち非会員

3 名） 
受講者 20 名うち非会員 13 名 

（第 2 回目、埼玉県） 12 月 11～12 日（受講者 13 名うち非会

員 10 名） 
受講者 12 名うち非会員 10 名 

 

 

Ⅰの 2 その他の研修事業 

令和 7 年度事業計画 実 施 状 況 参考（令和 6年度実績） 

１ 実施管理者等交流会   

 (1) 東京会場 休止 受講者 17 名うち非会員 0 名 

2 実施管理者養成研修会   

 (1) 第 1 回東京会場 8 月 1 日（受講者 32 名うち非会員 7 名） 参加者 40 名うち非会員 5 名 

 (2) 第 2 回大阪会場 12月 19日（参加者39名うち非会員12名） 参加者 25 うち非会員 6 名 

 (3) 第 3 回東京会場 3 月 6 日（参加者 42 名うち非会員 6 名） 

 

参加者 40 名うち非会員 10 名 

3 出張研修 なし  

 

Ⅱ 広報活動 

令和 7 年度事業計画 実 施 状 況 参考（令和 6年度実績） 

1 全登協ニュースの発行（4 回） 7 月 1 日、10 月 1 日、1 月 1 日及び 4 月 1

日の 4 回発行 

7 月 1 日、10 月 1 日、1 月 1

日及び 4 月 1 日の 4 回発行 

 

 

Ⅲ 出版事業 

令和 7 年度事業計画 実 施 状 況 参考（令和 6 年度実績） 

売上数（月末現在） 290,507 冊 

対前年度 9,694 冊増 

280,813 冊 

 (1) 技能講習用   

①  小型移動式クレーン 20,318 冊 

対前年度 1,805 冊増 

18,513 冊 

 

②  車両系建設機械（整地等用） 20,945 冊 

対前年度 1,841 冊増 

19,104 冊 

③  車両系建設機械（解体用） 4,928 冊 

対前年度 345 冊減 

5,273 冊 

④  フォークリフト 91,710 冊 

対前年度 3,814 冊増 

87,896 冊 

⑤  玉掛け 37,487 冊 

対前年度 3,543 冊増 

33,944 冊 

⑥  高所作業車 26,413 冊 

対前年度 1,424 冊増 

24,989 冊 

⑦  ガス溶接 2,466 冊 

対前年度 155 冊増 

2,311 冊 

 (2) 特別教育用   

①  小型車両系建設機械（整地等用） 17,008 冊 

対前年度 1,118 冊増 

15,890 冊 

②  小型車両系建設機械（解体用） 931 冊 

対前年度 154 冊減 

1,085 冊 

 

③  高所作業車 13,017 冊 

対前年度 203 冊減 

13,220 冊 



14 
 

④  フルハーネス 29,742 冊 

対前年度 837 冊減 

30,579 冊 

⑤  アーク溶接 2,748 冊 

対前年度 117 冊増 

2,631 冊 

⑥   電気自動車整備 1,985 冊 

対前年度 136 冊増 

1,849 冊 

⑦   低圧電気 702 冊 

対前年度 166 冊増 

536 冊 

⑧   テールゲートリフター 16,782 冊 

対前年度 3,046 冊減 

19,828 冊 

（注）個別の売上数については、危険再認識のテキスト、手引き、マニュアル等の売上数が少数で

あるものは省略しているが、全体の売上数にはこれらの売上数が含まれている。 

 

Ⅳ 全国登録教習大会及び地域ブロック会議 

令和 7 年度事業計画 実 施 状 況 参考（令和 6 年度実

績） 

1 全国登録教習大会 6 月 11 日～12 日（参加者 58 名）（鹿児島市） 

 

金沢市 参加者 55 名 

2  地域ブロック会議 参加者総数 164 名 参加者総数 144 名 

 (1) 北海道・東北ブロック会議 9 月 26 日（参加者 35 名）（札幌市） 仙台市  参加者 33 名 

 (2) 関東・甲信越ブロック会議 11 月 5 日（参加者 41 名）（千葉市） 川崎市 参加者 38 名 

 (3) 中部ブロック会議 10 月 8 日（参加者 20 名）（金沢市） 名古屋市 参加者 23 名 

 (4) 近畿ブロック会議 9 月 3 日（参加者 30 名）（京都市） 神戸市 参加者 24 名 

 (5) 中国・四国・九州・沖縄ブロック会議 10 月 21 日（参加者 38 名）（福岡市） 高松市 参加者 26 名 

 

Ⅴ 会員及び入会希望機関に対する助言・指導援助 

令和 7 年度事業計画 実 施 状 況 備考 

1 会員に対する助言・指導援助   

2 入会希望機関に対する状況確認調査及び助言   

 

Ⅵ 委員会 

令和 7 年度事業計画 実 施 状 況 備考 

1 運営委員会 12 月 5 日  

2 実施管理者等研修の在り方検討部会 1 月 22 日  

3 広報委員会（4 回） 7 月 11 日、10 月 6 日、1 月 16 日及び 4 月 3

日 
 

4 テキスト作成等のための委員会   

 (1)高所作業車運転者教本改訂委員会  11 月 25 日、2 月 16 日、5 月 15 日  

5 外国人を対象とした運転者教本等検討委員会   

6 研修事業企画開発委員会 1 月 22 日  

 (1)同分科会 5 月 28 日  

7 認定インストラクター選考審査委員会 9 月 19 日及び 1 月 22 日  

8 今後の技能講習等在り方についての調査研究委

員会 
3 月 19 日  

 

 

Ⅶ 総会、理事会 

令和 7 年度事業計画 実 施 状 況 備考 

1 総会 8 月 25 日  
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2 理事会   

 (1) 第 1 回理事会 7 月 31 日  

 (2) 臨時理事会（総会時） 8 月 25 日  

 (3) 第 2 回理事会 12 月 5 日  

 (4) 第 3 回理事会 2 月 6 日   

 (5) 第 4 回理事会 6 月 11 日  

3 常務理事会 12 月 5 日  

 


